
【フォローアップ用】

□ 旧資金運用部資金
□ 旧簡易生命保険・公営企業金融公庫資金
　注　□にレを付けること。

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」欄に一部事務組

　　合等の名称を記入し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記入すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

注１　財政力指数及び実質公債費比率については、平成18年度又は平成19年度の数値を、経常収支比率については、平成17年度

　　又は平成18年度の数値をそれぞれ記入すること。これら以外の数値については、直近の地方財政状況調査及び公営企業決算

　　状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等の構成団体の

　　各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない

　　財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記入すること。）。

　２　財政指標については、条件該当年度を（　）内に記入すること。また、財政力指数以外の財政指標については、数値相互

　　間で年度（地方財政状況調査における年度）を混在して使用することがないよう留意すること。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律第59号）第２条

　　　第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町村で地方自治法（昭和22年法律

　　　第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２項に規定する合

　　　併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置されたものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記入すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成20年度から24年度までの５か年とすること。

財政力指数

職員数(H20. 4. 1現在)

7,267　（Ｈ18年度）

14,629　（Ｈ18年度）

0.282　（Ｈ19年度）

17.2　（Ｈ19年度）

基 本 方 針

〔合併期日：平成１７年１０月１日〕
　地方分権時代に対応したまちづくりや住民福祉の維持向上を進めるため、スケールメリットを生かした
行政システムの抜本的改革を目指し、事務事業の見直し等行財政改革を推進する。地域の振興や発展を促
すための諸施策を総合的に展開できる簡素で効率的な行政体制を確立し、行財政基盤の強化を図る。

内　　　容

　八雲町行財政改革大綱（平成１９年３月策定）及び八雲町集中改革プラン
（平成１８年度～平成２２年度）に基づき策定した八雲町財政健全化計画（前
期）を基本に、地域の振興や発展、住民福祉の維持向上を図るため、簡素で効
率的な行政体制を確立し、持続可能な行財政構造への転換を目指す長期的な視
野をもった改革を進める。

　八雲町公的資金繰上償還に係る財政健全化計画

　平成２０年度～平成２４年度

　八雲町財政健全化計画（前期）平成１９年度～平成２３年度

区　　分

計 画 名

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし

　議会への報告、ホームページでの公表

1.6　（Ｈ18年度）

20,131八雲町

計 画 期 間

実質公債費比率　(％)

経常収支比率　　(％)

250
構成団体名

国調人口(H17.10. 1現在)

1,484　（Ｈ18年度）

940　（Ｈ18年度）

うち公営企業債現在高(百万円)

別添１

実質収支比率　　(％)

うち普通会計債現在高(百万円) 13,145　（Ｈ18年度）91.6　（Ｈ18年度）

補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画



【フォローアップ用】

Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注１　旧簡易生命保険資金・公営企業金融公庫資金に係る財政健全化計画を作成する場合にあっては「旧資金運用部資金」欄を空欄とし、旧資

　　金運用部資金に係る財政健全化計画を作成する場合にあっては「旧簡易生命保険資金」欄及び「公営企業金融公庫資金」欄は、それぞれ平

　　成20年度に承認された財政健全化計画に計上された額を参考値として（　）書きで記入すること（以下、６において同じ。）。

　２　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基

　　準日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談･調整の上､

　　確認した補償金免除(見込)額を記入すること。

　３　各欄の数値は小数点第２位を切り上げて、小数点第１位まで記入すること。従って各欄の単純合計と「合計」欄の数値は一致しない場合

　　があること。

６　平成２０年度以降各期における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

一
般
会
計

出
資
債
等

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

(15,054) (42,723)

事業債名

義務教育施設整備事業

(69,221)(15,054) (42,723) (11,444)小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B)

一
般
会
計

出
資
債
等

事業債名

小　　　計　　　　 (A)

一
般
会
計

出
資
債
等

普
通
会
計
債

公営住宅建設事業

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

(2,754) (2,754)

(8,690) (66,467)

合　　計

663

54,113

85983,884

970

62,320

129

666

12,910

5,307

(単位：千円)

730

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成20年度末残高）

一般単独（自然災害防止事業）

10,883

307

10,89110,891

8,207

20,063

666

普
通
会
計
債

義務教育施設整備事業

小　　　計　　　　 (B)

一般公共事業

公営住宅建設事業

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B)

一般単独（一般事業）

臨時財政特例債

小　　　計　　　　 (A)

(11,444)

20,063 83,884 859

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

小　　　計　　　　 (B)

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B)

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

(15,054) (42,723) (69,221)

104,806

合　　計

合　　計

104,806

23,922

6,037

(単位：千円)

繰上償還希望額

繰上償還希望額

78.9

2.5 10.4 12.8

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

59.8繰上償還希望額
旧 資 金 運 用 部 資 金

19.1

公営企業金融公庫資金

(47.2)旧簡易生命保険資金 (15.1) (32.1)



【フォローアップ用】

Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 　公債費負担の健全化

課 題 ② 　給与水準・定員管理の適正合理化

課 題 ③ 　税収入の確保

課 題 ④ 　公営企業繰出金の適正運用

課 題 ⑤ 　事務事業の見直し

留 意 事 項

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記入する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記入すること。

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

財 政 運 営 課 題

内　　　　容

　本町の人口は、合併前の旧両町合算で昭和３０年の３６，１７１人がピーク
で、その後は年々減尐を続けており、平成１７年で２０，１３１人、平成２０
年３月末日で１９，５４３人となっています。
　産業別就業人口は、基幹産業である農業及び水産業を中心とする第一次産業
でも減尐が続いており、平成１７年には１，９２９人（構成比１９．５％）と
５年間で１１．８％の減尐で２千人を割る結果となっています。第二次産業に
ついても減尐率がさらに大きく、平成１７年で２，０４９人（構成比２０．
７％）で５年間で２１．３％の減尐となっています。
　長引く景気低迷による税収の減尐等により、財政力指数は平成１８年度で
０．２７と類団平均０．６９を大きく下回っている。町税の平成１８年度決算
額構成比は、１６．０％、地方交付税は５０．５％で、依存財源の比重が大き
な財政構造となっています。
　経常収支比率は、平成１８年度で９１．６％で類団平均の８８．１％を上
回っており、特に人件費及び公債費で類団平均を上回っています。
　実質公債費比率は平成１８年度１７．２％で類団平均の１３．３％を上回
り、人口一人当たり地方債現在高は、７４１千円で類団平均３３３千円の２倍
以上となっており、公債費の負担が財政を圧迫しています。

　多様化している住民ニーズを的確に把握し、効率的な行政経営を進めること
が必要な時代となっている。そのために行政評価システムを導入し、随時事務
事業の見直しを進める。

　公営企業会計は独立採算を原則としているが、その経営収入のみでは経営困
難な状況から、赤字補てん的な繰り出しをしている。費用対効果を考慮し事業
の計画的実施により自立の促進を図る。

　町税徴収率の低下（⑰８７．６％　⑱８６．９％）が課題である。特定滞納
者に対する行政サービス制限の導入などにより、納税意識の向上を図ってい
く。

　給与の独自削減によりラスパイレス指数９２．７と類団より低いが、今後も
給与構造改革等により人件費抑制を図っていく。また、職員数については合併
まもないことから類団を上回っているが定員適正化計画を確実に実行してい
く。

　平成１８年度が公債費のピークで町財政を圧迫している。１９年度以降は減
尐に転じるが、高止まりの傾向なので財政計画に沿った町債発行で公債費負担
の適正化を図っていく。



【フォローアップ用】

Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算）

地方税 1,808 1,748 1,726 1,733 1,861 1,866 1,855 1,784 1,848 1,813 1,842 1,850 1,835 1,681 1,829

地方譲与税 439 505 524 603 442 446 404 436 389 436 383 436 370 436 362 436

地方特例交付金 68 63 58 40 10 20 14 21 14 34 12 32 12 4 12

地方交付税 5,502 5,388 5,598 5,456 5,396 5,558 5,402 5,720 5,329 6,131 5,259 6,568 5,151 6,105 5,116

小計（一般財源計） 7,817 7,704 7,906 7,832 7,709 7,713 7,848 7,707 7,914 7,627 8,361 7,549 8,820 7,434 8,152 7,393

分担金・負担金 134 128 140 111 102 110 121 82 608 82 92 82 105 82 97 82

使用料・手数料 264 253 241 280 306 308 294 322 295 324 291 326 282 326 279 326

国庫支出金 755 657 501 373 571 581 494 455 1,482 490 889 372 779 395 1,038 469

うち普通建設事業に係るもの 399 207 62 75 238 273 151 140 736 45 350 63 249 133 545 210

都道府県支出金 1,630 1,021 840 589 615 625 745 627 942 562 1,125 482 924 442 1,183 566

うち普通建設事業に係るもの 1,201 657 459 203 228 229 365 232 528 164 663 81 105 37 112 157

財産収入 80 73 154 72 59 56 41 34 103 40 74 40 89 40 51 40

寄附金 4 2 2 4 1 2 0 6 0 1 0 4 0 4 0

繰入金 787 1,634 563 262 0 162 0 144 39 133 9 90 26 72 6 66

繰越金 137 98 431 52 68 62 57 10 138 0 107 0 149 0 339 0

諸収入 463 606 554 542 590 546 763 808 950 976 764 796 875 554 745 776

うち特別会計からの貸付金返済額

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額

地方債 1,836 1,091 871 694 601 763 776 1,332 789 1,394 672 1,111 1,460 1,236 570

特別区財政調整交付金

13,907 13,267 12,203 10,811 10,622 10,765 11,128 10,965 13,809 11,023 13,107 10,409 13,164 10,805 13,130 10,288

人件費　　　　　　　ａ 2,547 2,469 2,499 2,395 2,213 2,205 2,204 2,252 2,296 2,266 2,213 2,276 2,131 2,227 2,129 2,209

うち職員給 1,765 1,728 1,790 1,719 1,577 1,598 1,555 1,604 1,587 1,616 1,510 1,579 1,416 1,565 1,412 1,489

物件費　　　　　　　ｂ 1,666 1,557 1,623 1,410 1,347 1,418 1,356 1,445 1,483 1,439 1,445 1,423 1,619 1,393 1,669 1,379

維持補修費　　　　　ｃ 312 367 335 182 257 236 228 268 251 267 305 267 311 265 268 265

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 4,525 4,393 4,457 3,987 3,817 3,859 3,788 3,965 4,030 3,972 3,963 3,966 4,061 3,885 4,066 3,853

扶助費 671 692 685 691 724 758 726 811 724 813 900 815 950 831 1,023 848

補助費等 1,331 1,510 1,480 1,270 1,258 1,291 1,220 1,369 1,583 1,470 1,918 1,464 1,583 1,364 1,459 1,364

うち公営企業(法適)に対するもの 389 571 504 502 502 494 486 389 563 468 1,247 478 960 421 778 421

普通建設事業費 3,265 2,408 1,383 911 877 856 1,416 1,306 3,345 1,452 2,131 949 1,563 1,549 2,023 1,087

うち補助事業費 1,635 1,106 687 407 652 559 1,018 926 1,563 1,001 1,152 457 683 629 1,333 753

うち単独事業費 1,470 1,154 696 504 225 297 398 380 1,782 451 979 492 880 920 690 334

災害復旧事業費 4 18 26 40 71 135 0 614 0 716 0

失業対策事業費

公債費 1,743 1,789 1,804 1,828 1,780 1,605 1,610 1,501 1,509 1,409 1,418 1,389 1,399 1,364 1,380

うち元金償還分 1,377 1,445 1,490 1,538 1,512 1,359 1,357 1,272 1,271 1,190 1,186 1,176 1,173 1,162 1,146

積立金 357 290 95 104 114 142 102 185 100 135 100 464 100 118 100

貸付金 303 302 290 294 272 263 272 360 273 270 271 270 271 272 271

うち特別会計への貸付金

うち公社、三ｾｸへの貸付金

繰出金 1,324 1,441 1,382 1,391 1,392 1,427 1,442 1,334 1,367 1,254 1,400 1,246 1,341 1,226 1,470 1,205

うち公営企業(法非適)に対するもの 627 695 688 622 627 642 657 699 584 639 603 625 579 598 612 570

その他 163 201 168 171 180 193 196 287 180 197 180 160 180 134 180

13,686 13,044 11,770 10,687 10,485 10,608 10,795 10,965 13,382 11,023 12,458 10,409 12,395 10,805 12,645 10,288

　【財政指標等】

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

形式収支 221 223 433 124 137 157 333 0 427 0 649 0 769 0 485 0

実質収支 210 223 431 113 137 157 289 0 402 0 578 0 521 0 485 0

標準財政規模 7,331 7,238 7,314 7,267 7,229 7,324 7,334 7,893 7,261 8,282 7,187 8,068 7,078 8,192 7,041

財政力指数 0.259 0.266 0.267 0.275 0.282 0.289 0.283 0.288 0.268 0.287 0.261 0.290 0.255 0.292

実質赤字比率　　　(％) － － － － － － － － － －

経常収支比率　　　(％) 86.6 91.9 90.7 91.6 93.5 91.3 90.5 92.0 87.5 90.9 83.7 91.0 83.8 91.3 85.2 90.2

実質公債費比率    (％) － － － 17.2 15.3 17.0 12.5 15.7 12.4 14.9 13.4 13.9 14.6 12.9 13.8 11.8

地方債現在高 16,600 16,246 15,473 14,629 13,717 13,122 13,136 13,182 12,655 13,386 12,140 13,320 12,428 13,395 11,851

積立金現在高 2,540 1,405 1,046 940 1,111 949 1,333 1,007 1,675 974 2,121 984 3,058 1,012 3,600 1,046

財政調整基金 700 385 328 380 438 276 519 243 715 170 1,035 140 1,535 118 1,967 102

減債基金 256 144 44 44 44 44 34 44 24 44 14 244 14 244 14

その他特定目的基金 1,584 876 674 516 629 770 730 916 780 1,042 830 1,279 880 1,389 930

注　実質公債費比率は、平成18年度（平成15年度から平成17年度までの３か年平均）の数値を基準年度とした場合は平成17年度欄から、平成19

　年度（平成16年度から平成18年度までの３か年平均）の数値を基準年度とした場合は平成18年度欄から、それぞれ記入すること。

平成21年度

（計画第２年度）

平成22年度 平成24年度

（計画第５年度）

平成20年度 平成22年度

（計画第３年度）

平成23年度

（計画第４年度）

区　　分

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区　　分

歳 出 合 計

平成20年度

（計画初年度）

平成24年度

（計画第５年度）

平成19年度

（計画前年度）

平成19年度

（計画前年度） （計画第３年度）

平成23年度

（計画第４年度）（計画初年度）

平成21年度

（計画第２年度）



【フォローアップ用】
Ⅳ　行政改革に関する施策

Ⅱの課題番号 具　体　的　内　容

②

　八雲町定員適正化計画（Ｈ１８～Ｈ２２）に基づき、病院職員（医師、看護師等）を除き平成２２年度までに２７名、８．９％の
純減とする((追加)ただし、し、計画が早まった高速道路の開通により必要となる消防救急隊員の配置分を除く)。３名を除けば２９
名減の２７４名となった。引き続き職員数の減に努め、平成２３年度からの新たな計画においては平成２５年４月の目標を２６９名
としている。

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

② 　国家公務員の給与構造改革をふまえ、平成２０年度に給料表の見直しを実施する。（平成２１年１月１日施行）

◇　技能労務職員の給与のあり方 ②
　技能労務職員については、これまでも削減してきているが、今後も退職者不補充や業務の民間委託により人件費の抑制を図ってい
く。技能労務職員の人員削減が進んだ後給与是正のあり方を検討する。

◇　退職時特昇等退職手当のあり方 ② 　給料表の見直しにあわせ、制度を廃止する。(平成２１年１月１日施行）

◇　福利厚生事業のあり方 ② 　北海道市町村職員福祉協会の福利厚生事業や健康診断を行っており、今後もこれを基本に継続していく。

⑤ 　事務事業の見直し等集中改革プランによりＨ１８～２２の５年間合計で４億８千万円の改善を図っていく。

⑤ 　国民宿舎の民営化を図る。プロポーザルによる公募。の実施(平成２１年度)。

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

○　物件費の削減

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用



【フォローアップ用】
Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

Ⅱの課題番号 具　体　的　内　容

③
　町税及び使用料等税外収入の滞納者に対する行政サービス制限の実施により徴収率の向上を図る。町有遊休地の売却を促進する。
空き教員住宅の町営住宅化を進め、町民ニーズへの対応及び使用料の増収を図る。

⑤ 　土地開発公社は平成１９年７月に解散している。

②
　集中改革プランは、町広報、ホームページで公表、また町民懇談会や出前説明会においても公表、説明している。今後も継続して
いく。

◇　給与及び定員管理の状況の公表 ② 　町広報、ホームページで公表している。今後も継続していく。

◇　財政情報の開示
　予算・決算を町広報及びホームページで、財政比較分析表をホームページで公表している。今後も住民にわかりやすい公表を心が
けていく。

　平成２０年度から各モデルの選択も含め、公会計整備の検討を進めていく。

⑤ 　平成１９年度に行政評価実施方針を定め、平成２０年度試行、平成２１年度本格実施を予定している。

①
　今後においては、合併から予定されていた平成２３年度の消防施設の建設を除き、普通建設事業費を平成１７年度レベルの１３億
円程度に抑制し、財政計画に沿った町債発行により平成２４年度には公債費比率を１０％以下に、実質公債費比率を１２％程度とす
る。

④
　事業の民営化や業務の民間委託、指定管理者制の導入など集中改革プランによる管理経費の縮減や事業の計画的実施による公債費
負担の平準化等により公営企業の自立を進め、繰出金の適正化を図る。

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進

７　その他

○　公営企業繰出金の適正運用

○　公債費負担の健全化

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公開

○　公会計の整備

項　　　目



【フォローアップ用】
Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算）

274 267 269 256 248 250 248 243 248 241 248 239 238 232 230 228

△ 7 2 △ 13 △ 8 △ 6 △ 26 △ 24 0 △ 7 0 △ 2 0 △ 2 △ 10 △ 7 △ 8 △ 4 △ 18 △ 22

職員数のうち一般行政職員数 209 203 198 189 180 183 184 176 183 175 182 174 175 167 171 164

増減数 △ 6 △ 5 △ 9 △ 9 △ 6 △ 29 △ 26 4 △ 7 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 7 △ 7 △ 4 △ 3 △ 9 △ 19

職員数のうち教育職員数 1 1

増減数 △ 1 △ 1

職員数のうち警察職員数

増減数

職員数のうち消防職員数 38 39 51 51 52 51 52 51 54 51 55 51 53 51 53 51

増減数 1 12 0 1 0 14 13 2 0 1 0 △ 2 0 0 1 0

職員数のうち技能労務職員数 26 24 20 16 16 12 16 11 15 11 14 10 14 6 13

増減数 △ 2 △ 4 △ 4 0 △ 10 △ 4 0 △ 1 △ 1 0 △ 1 △ 1 0 △ 4 △ 1 △ 10 △ 3

－ － － 17.2 15.3 17.0 12.5 15.7 12.4 14.9 13.4 13.9 14.6 12.9 13.8 11.8

△ 1.9 △ 0.2 △ 1.9 △ 0.2 △ 2.8 △ 1.3 △ 0.1 △ 0.8 1.0 △ 1.0 1.2 △ 1.0 △ 0.8 △ 1.1 △ 1.5 △ 5.2

16,600 16,246 15,473 14,629 13,717 13,122 13,136 13,182 12,655 13,386 12,140 13,320 12,428 13,395 11,851

△ 354 △ 773 △ 844 △ 912 △ 2,883 △ 595 △ 581 60 △ 481 204 △ 515 △ 66 288 75 △ 577 △ 322 △ 1,866

2,499 2,395 2,213 2,205 2,204 2,252 2,296 2,266 2,213 2,276 2,131 2,227 2,129 2,209

27 231 258 257 246 232 217 310 231 376 245 388 294 1,563 1,233

1,360 1,294 1,309 1,321 1,334 1,276 1,434 1,319 2,047 1,305 1,699 1,182 1,524 1,154

23 31 54 64 31 74 31 84 31 89 31 85 31 396 155

1,957 1,592 1,604 1,654 1,584 1,713 1,734 1,706 1,750 1,690 1,930 1,658 1,937 1,644

47 59 106 67 59 69 59 69 59 69 59 79 59 353 295

2,165 1,961 1,982 2,049 1,946 2,180 2,307 2,283 2,818 2,279 2,533 2,195 2,482 2,212

20 25 45 43 36 44 36 48 37 48 37 48 37 231 183

241 280 306 308 294 322 295 324 291 326 282 326 279 326

30 42 72 34 42 34 42 45 42 45 42 45 42 203 210

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 535 2,746 2,076

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　各年度の「職員数」欄については、地方財政状況調査表の作成時点（翌年４月１日時点）の職員数を記入すること。

　　４　「改善額」については、原則として、計画前年度を基準年度として、当該計画期間中の各年度との比較により改善額を算出し計上すること。ただし、当該見直し施策が計画前年度以前（計画前５年度の間 12.8
　　　に実施したものに限る。）から実施しているものであって、当該見直し施策の改善効果が財政健全化計画の計画期間中においても継続するものについては、当該継続する改善額を計画期間の各年度の改善額

　　　に計上して差し支えないこと。

    ５　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　６　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　７　４による「改善額」が基準年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又

　　　は計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場

　　　合の改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　８　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「繰

　　　上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること（旧簡易生命保険資金・公営企業金融公庫資金の補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画を提出する場合には、当該欄の記入

　　　は不要であること。ただし、旧簡易生命保険資金・公営企業金融公庫資金の補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画を提出する地方公共団体のうち、旧資金運用部資金の補償金免除繰上償還を希望する予

　　　定の地方公共団体にあっては、旧資金運用部資金の補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画を提出する際には当該資金の補償金免除額を上回る財政改善効果を示す必要があるので、計画策定にあたっては

　　　予め留意すること。）。

　　９　必要に応じて行を追加して記入すること。

（参考）補償金免除額

公営企業への繰出金

改善額

行政管理経費（物件費・維持補修費）

改善額

扶助費・補助費等

改善額

計画前５年間改善額　合計

改善額

公営企業会計の経営状況から基準外繰出しの解消は、一朝一夕には困難だが、集中改革プランによる管理経費の削減や事業の計画的実施による公債費の平準化等により公営企業の自立を進め、繰
出金の抑制を図る。なお、繰出金総体としては、事務経費の節減に努め、特に平成18年度に下水道料金の改定を行い、その金額の抑制に資した。

（１）物件費・維持補修費：事務事業の見直し、施設管理経費の削減、臨時職員の削減、出張旅費の見直し、民間委託費の見直し
（２）扶助費・補助費等：町単独・上乗せ給付の見直し、団体等補助金の削減
（３）使用料及び手数料：ごみ処理手数料の有料化、施設使用料の見直し

地方債現在高

実質公債費比率

増減

課　題

課　題 取 組 及 び 目 標

平成18年度から平成20年度までは独自の給与削減を行ったが、平成21年度からは給与構造改革による給料表見直しによって人件費の圧縮を図る。併せて、現在は定員適正化計画(Ｈ18～Ｈ22、純減
8.9％)に基づき職員数の削減を図っているところであるが、平成23年度以降についても退職分の不補充を続け職員数の減に努め、人件費総額の削減を図っていくこととする。
平成22年度以降においては、病院事業への繰出金の増額、学校耐震化事業の着手など、財政状況が一段と厳しくなったことから、給与の独自削減を行うものである。

集中改革プランによる財政計画に沿った町債発行により平成２４年度の公債費比率を１０％以下に、実質公債費比率を１２％程度とすることを目標とする。

改善額

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　その他

１

３

４（１）

職員数

（単位：人、百万円）

平成24年度
（計画第５年度）

計画合計

使用料及び手数料

増減数

項　　目

実　　　　　績
平成23年度

（計画第４年度）
平成19年度

（計画前年度）
計画前５年度

実　績

増減

改 善 額　　合　計

人件費(退職手当を除く。)

改善額

○○○

４（３）

４（２）

目　　　　　標
平成20年度

（計画初年度）
平成21年度

（計画第２年度）
平成22年度

（計画第３年度）


